
















































図　書　館 78 61 78．2
公　民　館 192 107 55．7
国際交流ラウンジ 7 7 100














































































































































































はい 　　、｢い凡 無回答 合　計
図　書　館
@　（％）
?．? 59
X6．7
?．? 61
P00
公　民　館
@　（％）
34
R1．8
70
U5．4
?．? 107
P00
国際交流協会
@　（％）
　4
Q6．7
11
V3．3
?．? 15
P00
国際交流ラウンジ
@　　（％）
　7
P00．0
?．? ?．? ??
合　　計
@（％）
47
Q4．7
140
V3．7
?．? 190
P00
合計の「はい・いいえ」をみると、3－1、3－2に近いが、その分布の違いが顕著にあらわれて
いる。国際交流ラウンジの活動はやはり目を引くが、公民館がスペースの提供には大きな役割
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を果たしているのをみることができる。
　以上、非常に簡単ではあるが、調査の大枠の質問の抜粋を示した。実際の調査では質問数は
大枠で26問、その他に枝問の設問があり、「本報告書」では、それらの集住度別分析なども行
われている。興味を持たれた方は、ぜひ「本報告書」を参照されたい。
4．まとめと提言
　本調査は、「多言語情報に関し、公民館を含めた社会教育施設を本格的に調査したのは全国
でも初めて」のものとされ、『読売新聞』9）にも掲載された。各施設の特色が分かる貴重な調査
といえるだろう。
　以下、本稿では触れることのできなかった設問や自由記述、ヒアリングも踏まえた提言を示
し、まとめとしたい。これについても各項目の詳細については、「本報告書」を参照されたい。
①「スペースのある」公民館、「資料を持つ」図書館、「〈居場所〉としての機能を持つ」ラウ
　ンジ、「地域における外国人の情報を総合的に持つ」国際交流協会、のそれぞれの特色を出
　しつつ有機的な連携が必要である。
②属人性を越えて取り組みを進めるためには、共通のマニュアルの文書化が必要であろう。
　その際、異地域間での情報交換が肝要である。
③層としての人材育成のための研修が必要とされている。
④「作り手の心がけ」などの作成にかかわる情報プロダクトするための指針が必要である。
⑤ニーズ把握のための調査が必要である。外国人の生活一般の調査ではなく、情報に特化した
　継続的な調査が必要。
⑥生活情報は更新頻度が高いので、多言語生活情報はできるだけIT化することが望ましい。
⑦更新される情報のフォローの困難さが指摘されている。全国、県域、市町村各レベルで、多
　言語生活情報を集中管理するシステムの構築が望まれる。
　現代社会において、「知る権利」「学習権」「情報へのアクセス権」とは基本的人権の1つで
ある。世界人権宣言や国際人権規約等では、「表現の自由」を保障することがうたわれ、「知る
権利」「情報へのアクセス権」は、この「表現の自由」と表裏一体のものとして解釈されてい
る。人権とは、「すべて」の人に保障されるべきものであり、その人の国籍や出身国、民族に
よってその権利が制限されてはならないものである。また、「国民ではなくても住民」である
外国人は自治体のサービスを享受する権利をもつ。ここに自治体や学校教育、社会教育機関が
外国人の情報利用をサポートし、情報サービスを提供する意義をみいだすことができる。なお、
「母語による情報提供」ということを考えるとき、まだ日本では一般的ではないが、「言語権」
「文化（享有）権」といった新しい人権概念も視野にいれていく必要があるだろう。本調査を
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1つのきっかけとし、在住外国人への情報サービスがさらに充実していくことを望むものであ
る。
　調査に協力してくださった各機関のみなさまと、抜粋の掲載を許可してくださった神奈川県
国際交流協会のみなさまにこの場を借りて、感謝申し上げる。
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